




A Study Concerning Disaster and Social Work






















































































































































































































































そこで，1995年 1月 17日の阪神淡路大震災後の翌年度の平成 7年度の卒論テーマに影響 
がみられたか，また，東日本大震災後の翌年度の卒論に影響を与えたかについて調査をおこ
表 1　震災後は「人の役に立ちたい」人が増加
どんな価値観を反映する生活に力をいれたいか 2010年 2月 2011年 5月 対比（ポイント）
1，そこそこの満足を良しとする生活 75.5％ 82.1％ ＋ 6.6
2，人に役立つ行動をする生活 65.8％ 71.1％ ＋ 5.3
3，物事の本質や原点に目を向ける生活 64.9％ 69.7％ ＋ 4.8
4，物事のリアリティや実体験を重視する生活 59.2％ 62.9％ ＋ 3.7







論提出者 71名中 2名（2.8％）が「環境教育」をテーマにされている。次の翌年の平成 8年度

























ケート協力者延べ 27名（6月 10日～ 12日，4名，6月 17日～ 19日，2名，6月 24日～ 26
日，3名）が参加し，現地ボランティアセンターの指示を受け，泥かき，片付け，朝市の宣伝・
販売・調理，写真の洗浄・乾燥・展示等の被災地支援活動を通じ，被災地支援を自ら体験され



















































































































































































































































































































































































 なお，ワーキングプアは，20才～ 64才のうちの給与所得者数の 19％（641万人）と推計。
（2007年の国民生活基礎調査報告）
② 新規学卒者の採用手控えによる失われた 10年により，晩婚化，晩産化により少子化に










④ 復興税として，所得税の 4％の所得付加税を 12年度から 10年間（後に 25年間）個人

























ア， 高齢化率の増加（2010年の国政調査結果から，2011年 6月 29日の総務省発表では，
高齢化率 23.1％）による介護保険料負担の増大と軽度要介護者へのサービス抑制の問























第一次ベビーブーム（1947年～ 1949年）の 1949年＝ 2,696,638人。































































































計実施日 7月 19日 7月 22日 6月 25日 7月 20日
授業名 行財政論 司法福祉 専門演習 3−a
履修学生 16名 12名 13名 13名 41名
社会教育学科 10名 10名 13名 13名 33名
心理学科  6名  2名  0名  0名  8名
回収学生数 11名  7名  6名  4名 28名
学年別
2年  0名  5名  0名  0名  5名
3年 11名  2名  6名  4名 23名
学科別
社会教育学科  7名  5名  6名  4名 22名











（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
（原発事故前）
大いに不安 0 0 0 1 1 0 1 3.6
ある程度不安 1 0 1 4 1 3 5 17.9
不安なし 4 3 7 12 4 8 19 67.9
その他 1 1 2 1 1 0 3 10.6
計 6 4 10 18 7 11 28 100
（原発事故後）
大いに不安 4 2 6 8 3 5 14 50
ある程度不安 2 2 4 7 2 5 11 39.3
不安なし 0 0 0 2 1 1 2 7.1
その他 0 0 0 1 1 0 1 3.6
　計 6 4 10 18 7 11 28 100
（事故後の変化）
大いに不安 4 1 5 7 2 5 12 42.9
ある程度不安 1 2 3 3 1 2 6 21.4
不安なし －4 -3 －7 －10 －3 －7 －17 －60.7
その他 －1 0 －1 0 0 0 －1 －3.6
計 0 0 0 0 0 0 0 0
【出典】　筆者作成。



















（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
増設しない 3 2 5 8 3 5 13 46.4
14基より減らす 0 1 1 6 3 3 7 25
計画の 5割原発 2 1 3 1 1 0 4 14.3
その他 1 0 1 3 0 3 4 14.3










（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
定期検査対応 2 2 4 12 3 9 16 57.1
直ちに止め対応 3 2 5 5 3 2 10 35.8
その他 1 0 1 1 1 0 2 7.1











（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
直ちに全て廃炉 0 0 0 2 1 1 2 7.1
電力需給で廃炉 4 1 5 10 5 5 15 53.6
定期検査後廃炉 1 1 2 1 0 1 3 10.8
現状維持 1 2 3 3 0 3 6 21.4
その他 0 0 0 2 0 2 2 7.1













（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
やむをえない 5 2 7 9 4 5 16 57
納得できない 1 1 2 4 3 1 6 21.5
その他 0 1 1 5 0 5 6 21.5




　　　　　　　　　  ②の理由：○ 電力不足といいながら東京電力から関西に電気を送ることの意味が理
解できない（7/19），○東電は責任をもって負担すべき。（7/22）
　　　　　　　　　　　　　　  ○家単位での負担が増える。また，いつまで続くのか分からない。（7/22）








（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
再生可能エネルギー 6 3 9 18 6 21 27 43.6
天燃ガス 4 1 5 19 1 23 24 38.7
原子力 0 2 2 6 2 6 8 12.9
石油 0 0 0 1 1 0 1 1.6
石炭 0 0 0 1 1 0 1 1.6
その他 0 1 1 0 0 1 1 1.6














（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
1，太陽光　 1位 4 1 5 12 3 9 17
30.9
  　々　　　 2位 1 1 2 3 2 1 5
  　々　　　 3位 0 1 1 2 1 1 3
　　計 5 3 8 17 6 11 25
2，風力　　 1位 0 1 1 4 3 1 5
24.6
  　々　　　 2位 3 1 4 7 2 5 11
  　々　　　 3位 1 1 2 2 1 1 4
　　計 4 3 7 13 6 7 20
3，水力　　 1位 0 1 1 0 0 0 1
19.8
  　々　　　 2位 1 0 1 4 0 4 5
  　々　　　 3位 2 1 3 7 3 4 10
　　計 3 2 5 11 3 8 16
4，バイオマス 1位 1 0 1 0 0 0 1
6.2
  　々　　　 2位 0 1 1 0 0 0 1
  　々　　　 3位 1 0 1 2 0 2 3
　　計 2 1 3 2 0 2 5
5，地熱　　 1位 0 1 1 1 0 1 2
12.3
  　々　　　 2位 0 1 1 3 1 2 4
  　々　　　 3位 1 0 1 3 0 3 4
　　計 1 2 3 7 1 6 10
6，植物油等 1位 0 0 0 1 0 1 1
6.2
  　々　　　 2位 0 0 0 1 1 0 1
  　々　　　 3位 0 1 1 2 1 1 3
　　　計 0 1 1 4 2 2 5










（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
信頼できない 3 1 4 11 5 6 15 53.6
余り信頼できず 3 1 4 7 2 5 11 39.3
信頼できる 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 1 1 1 0 1 2 7.1






















（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
大変心配 3 0 3 6 5 1 9 32.1
やや心配 1 2 3 11 2 9 14 50
余り気にせず 2 2 4 1 0 1 5 17.9



























（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
内部被曝の不安 0 0 0 7 3 4 7 28
食物・水の汚染 4 2 6 11 5 6 17 68
その他 0 0 0 1 0 1 1 4












（％）6月25日 7月20日 計 2年生 70％ 3年
特になし 3 3 6 11 3 8 17 54.8
放射線量の把握 2 1 3 2 1 1 5 16.1
雨の日の水溜り 0 0 0 6 3 3 6 19.4
浄水場の汚染度 0 0 0 2 1 1 2 6.5
その他 0 0 0 1 1 0 1 3.2













1， 今回の東日本大震災は，2011年 3月 11日，午後 14時 46分頃，三陸沖を震源とするM9.0の大地震
が発生。阪神淡路大震災の 1400倍の威力のある地震であったといわれる。南北 500 km，東西 200 km
の範囲で最大横幅 60 m・上下 11 mも海底がずれ，この巨大な変動で高さ 12 mの波が時速 30 kmで





 　さらに，当初アメリカの GE（（株）ジェネラル・エレクトリック社）は津波の高さを 20 mで想定し
たが，日本側の経費節減の要請で海抜 10 mの高さに建設した福島第一原発が，津波が 14 m余りもの
高さとなり，浸水により，1，2，3号機の全電源喪失。非常用炉心冷却装置，冷却水循環系が不能に。
原子炉内の燃料棒に対する継続的な注水冷却機能喪失の事態となる。
 　3月 12日には，1号機で水素爆発（爆発時間は，12日，14時 15分，原子力安全・保安院は「炉心
溶融ガ起きた可能性が高い」ことを発表。同日，17時 47分に，官房長官が「何らかの爆発的事故があっ
た」と発表。同日 23時 20分，原子力安全・保安院が「水素爆発の可能性が高い」と発表。






半ばまでに海に流出した放射性セシウム 137の総量は 2.71京（1京＝ 1兆の 1万倍）Bqと発表して
いる。（日経新聞，2011年 10月 28日）
 　小出裕章「原発はいらない」，幻冬舎ルネッサンス，2011年 7月 15日，pp.222−223．（月刊「宝島」
（2011年 7月号），宝島社，pp.114−115．，東京税理士会「東京税政連」，2011年 9月 1日参照。




 　事故から 25年，原発 4号機はコンクリート製の石棺で覆われているが，まだ溶解した約 180トン










 　（東京新聞，2011年 4月 4日，朝刊）
3， 東京新聞，2011年 10月 29日，朝刊，1面。
4， 3月 12日，3月 15日，3月 21日の風の影響を，群馬大学の早川由紀夫教授が作成した「放射線汚染ルー
ト」で説明している。（東京新聞，2011年 7月 22日，朝刊）
5， 正確には，544,800人。但し，岩手県，宮城県。福島県の 3県に入ったボランティア数。
 阪神淡路大震災は，1995年 1月 17日に発生。M7.3で，死者・行方不明者は 6,437人。4ケ月後の 5
月では，延べ 120万 6千人のボランティア数であった。さらに 11ケ月後の 12月では，延べ，137万
7千であった。
 （「宝島」（第 710号），宝島社，2011年 8月 15日，p.42．）
6， 定義の原文
 “The social work profession promotes social change, problem solving in human relationships and the 
empowerment and liberation of people to enhance well-being. Utilizing theories of human behavior 
and social systems, social work intervenes at the points where people interact with their environments. 
Principles of human rights and social justice are fundamental to social work,”
7， 岩田・小林・中谷・稲葉編「社会福祉研究法」，有斐閣，2008年，pp.14−15．
8， 社団法人日本社会福祉士養成校協会「相談援助演習教員テキスト」，中央法規，2009年，p.37．
9， 京極高宣「社会福祉学とは何か」，全国社会福祉協議会，1995年，p.134．
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